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３．所見
３−１　学生の地域ボランティア活動の環境整備と活動
の成果について
2017年度前期の活動では、前節で挙げた課題を克服する
ために、事前に行事主催者と協議し、以下の成果を得るこ
とができた。
・小さな活動や行事であっても、主催者には活動名やイベ
ント名をつけていただくことにした。これによって学生
が実習や就職活動に関する履歴書のボランティア活動
の欄に正式な活動名を記録できるようになり、ボランテ
ィア活動への参加意欲が増した。
・終日であったり、長時間の活動となったりする場合は、
主催者の厚意で食事を出していただいた。
・活動場所が遠方の場合、送迎に関しては主催者側が担当
してくださったり、新見みらいづくり会議が「学生の祭
事移動支援事業」の一環として取り組んでくださったり
した注２）。
これらの背景をより詳細に説明すると、以下の通りとな
る。
公立の短期大学の学生の中には、経済的な事情から学費
が高くない公立短大への入学を希望した者も少なくない。
そのため、ボランティア活動に参加したくても、交通費や
食事代を気にして辞退している者もいる。そのような背景
から、2017年度前期は主催側や地域住民の協力によって食
事や送迎の支援をしていただけたことで、学生側に「参加
できない要因」が減っていき、より多くの学生が参加でき
るようになった。また、正式な名称のあるボランティア活
動に取り組んだことで、就職活動などの履歴書に明確に記
載することができるようになった上に、活動に参加したこ
とへの充実感を目に見える形で実感し、複数の活動に参加
する学生が多くなった。これらの活動への参加した学生か
らは「次のボランティアはいつ頃告知されますか」とか「先
日の行事と同じようなボランティアはありませんか」とい
う問い合わせが来るようになった。「『暑いでしょ』と言
って冷えたジュースを差し入れてくださるなど、地域の
方々が私たちのことを気遣って大切にしてくださったの
がうれしかったし、その姿勢がとても勉強になった」、「地
域の方々と触れ合って、仲間に入れていただいたことで、
この町に来て良かったと初めて思えた」という感謝の気持
ち、シチズンシップの自覚を表明する学生が増えたのも
2017年度前期の傾向である。
また、保育学生としての意見としては、親子たこあげ大
会では、「親子の触れ合い方を目の前で観察できて勉強に
なった」、「日頃は幼児期の子どもを対象として勉強に取
り組んでいるが、小学生以上の子どもたちと触れ合うこと
ができて、対応の仕方の勉強になった」と、親子の関係性
や、幼児（園児）から児童（小学生）への連続的な成長に
ついて学びを深める体験のひとつになったことを挙げた
学生がいた。「地域の人たちと一緒に取り組んだことで、保
育者も園の中だけで活動しているのではなくて、地域の中
で活動していくことを意識することも大切だと感じた」と
いう保育者としての立ち位置、姿勢について学んだ者もい
た。障害者支援施設の納涼祭ボランティア後には、「障害
を持っておられる利用者の方々だけでなく、実習でもお会
いできない利用者さんの家族や、施設の後援会の方々と交
流ができたことが貴重な時間だった」と、講義・演習や保
育実習（施設実習）でも学ぶことができない大切な経験と
なった学生もいた。また、地域の方々からも「今回学生さ
んがまじめに本気で取り組んでくれて、地域がとても盛り
上がった。さすが子どもたちのお手本になる保育士のたま
ごだと感心した。今まで遠いからあきらめていたけど、次
もまたお願いしたい」、「保育士さんになるだけあって、子
どもたちの扱いがとても上手でみんな喜んでいた」、「ど
んな人にも笑顔で接してくれて、とても気持ちの良い学生
さんたちがたくさんいることを知った」と、保育学生とし
て講義や演習、実習で学んだことを一般的なボランティア
活動の場で活かすことができ、地域住民や小学校の教員た
ちに非常に好評であった（写真２）。これらの実践から、ボ
ランティア活動は「無償」、「見返りを求めない」等の条
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写真１　神郷の園納涼祭ボランティア活動
中山間地域の保育学生の地域ボランティア活動への取り組みと展望
件に縛られがちであるが、実際には、確かに目に見える形
での金銭的な授受や報酬がない無償の活動であったり、活
動する者が意識的に見返りを求めない活動であったとし
ても、「心」の授受から来る「学び」や「成長」といった
報酬を得ているといえ、教育機関が関与するボランティア
活動は活動の事前準備や振り返りを綿密に行うことで、い
わゆるサービスラーニング注３）の要素を多分に持ち合わせ
る活動に発展させることが十分に可能であることがわか
った。また、武田（2011）が指摘するように、アメリカの
大学教育においては「まちづくり」という観点から、「大
学周辺のコミュニティで組織立ってサービスラーニング
に取り組んでいる大学」が少なくなく、さらには「サービ
スラーニングを専属で運営するサービスラーニングコー
ディネーターを配置している大学」もある１）。今回は筆者
が調整係として地域と学生の橋渡しを試みたが、今後は専
門のサービスラーニングコーディネーターを配置して実
施することも、大学教育の充実への一助と成り得ると考え
る。
３−２　単発のボランティア活動から、継続的な地域イン
ターンシップへ
大学のインターンシップや実地体験活動、あるいはサー
ビスラーニングは、通常は大学が企業などと連携をとっ
て、学生が社会に出る前の職業経験や社会人として身につ
けておくべきことの実体験の場となる。現在、全国の大学
が取り入れているインターンシップ制度の中でも「地域イ
ンターンシップ」と称して、全国の学生が農村地域や中山
間地域に行き、農業体験や祭事への参加、地域活性化活動
などへの参加をし、経験を積みながら勉強をしている注４）。
この地域インターンシップ制度は、地域からの期待が高ま
り、2013年度以降は増加の傾向にあると上野山ら（2017）は
指摘する２）。さらには、共育型地域インターンシップとし
て、学生が地域の中に入っていき、学生が大学教育におけ
るインターンシップ制度もとで成長を遂げるだけでなく、
学生と共同で事業に取り組む地域（住民）も一緒に成長し
ていくことを眼目としている。共育型地域インターンシッ
プに関しては、近年では西村ら（2017）の取り組みが代表
的である３）。この学習形態を鑑みると、新見市の地域創生
活動に取り組んでいる本学では、地域インターンシップの
制度を作り、それを学生が活用した場合、他県の農村地域
などに高い旅費や宿泊費を遣って行かなくても、大学所在
地の新見市が中山間地域のため、市内において深く継続的
に学ぶ機会を比較的容易に得やすいと考えられる。上野山
の一連の取り組み（2016a、2016b、2016c、2017）からは、
本学が有する看護学科、保育・教育の幼児教育学科、高齢
者介護の地域福祉学科の学生が地域の中に入っていき、通
常組まれている現場実習とは違った教育効果が期待でき
ると同時に、地域が共に成長する可能性を多分に期待でき
よう４）５）６）７）。この地域インターンシップ制度の創設によ
って大学の使命のひとつである地域貢献を学生が教員の
調整・指導のもと一丸となって取り組むことができれば、
新見市民によって支えられている公立大学・公立短期大
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写真２　萬歳ふれあい大運動会ボランティア活動（子ども、教員と記念撮影）
学である本学が恩返しする機会に恵まれると予想される。
また、今年度、ボランティアを通じて地域住民と繋がっ
ていった学生たちの中には、「地域の方々と一緒にイベン
トを企画し、開催してみたい」という学生も出てきた。い
わゆるプロジェクトベースドラーニング（PBL、Project-
Based Learning、課題解決型学習）も視野に入れることも
提案できよう注５）。以上の地域インターンシップ制度やプロ
ジェクトベースドラーニングは、単発の活動ではなく中長
期的な時間を要する。短大のカリキュラムでは単発のボラ
ンティア活動が限界であるが、４年制大学であれば実施可
能である。また、中山間地域にある本学には、都市部出身
者よりも地方出身者の方が圧倒的に多い。つまり、出身地
と本学所在地の新見市は比較的似た環境にある。保育の専
門職養成校である本学幼児教育学科の学生たちは、中山間
地域の新見市で専門知識や技術を学び、地域インターンシ
ップにおいて「地域の中で、人の中で力を合わせて生きて
いくための術」を学ぶことができれば、地元に戻って就職
してからも、知識や技術の活用ができるだけでなく、自分
が生かされている地に感謝し、貢献できるほど醸成したシ
チズンシップを持った人材へと近づくことができるであ
ろう。制度化されていない単発のボランティアのみでは、
学生と地域住民が継続的に協働し、地域と大学にとって有
益な活動とするためのノウハウを蓄積していくことは負
担が大きくなりすぎるが、大学の正式な活動としてカリキ
ュラムに組み込まれれば、様々な社会的な相において多く
の利益を生み出すことに繋がると予測される。また、酒井
ら（2015）のように、大学間連携、地域産業界との連携に
よってプロジェクトベースドラーニングを実施し、学生に
より多面的な学びの機会を提供し、同時に地域や地域の産
業界に貢献する実践例もある８）。
本節までの検討から、現在本学科学生によって取り組ま
れている単発のボランティア活動を、今後、継続的な（共
育型）地域インターンシップへ発展させることは、多くの
利益を大学と地域にもたらすものと考えられるといえよ
う。
注１）厚生労働省のホームページは、ボランティア活動に
ついて、「個人の自発的な意思に基づく自主的な活動で
あり、活動者個人の自己実現への欲求や社会参加意欲が
充足されるだけでなく、社会においてはその活動の広が
りによって、社会貢献、福祉活動等への関心が高まり、
様々な構成員がともに支え合い、交流する地域社会づく
りが進むなど、大きな意義を持っています」としている。
（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hu
kushi_kaigo/seikatsuhogo/volunteer/index.html、2017
年11月8日アクセス）
注２）新見みらいづくり会議からは当日使用する自動車の
車検証や保険証等の写しが提出されるなど、本学がこの
事業を安心して利用できるように配慮されていた。
注３）サービスラーニングとは、見返りを求めない伝統的
なボランティアの概念に基づいはいるが、例えば学習を
見返りとしてサービス（ボランティア）を提供し、学生
側とそれを受ける側とが対等の互酬関係に立つことに
よって、学生がボランティア活動の経験を授業内容に連
結させて学習効果を高め、責任ある社会人になるために
取り組むボランティア活動」である（『ボランティア白
書1999』編集委員会、1999．）９）。
注４）地域インターンシップについては、例えば横山ら
（2007）の島根県隠岐郡海士町での取り組み事例から報
告されるようになってきた10）。海士町では、県立高校の
島留学制度を取り入れるなど、早くから町の資源を教育
に生かした取り組みを行ってきた。本学においても、第
19回地方創生にいみカレッジ『鳴滝塾』（2017年7月29日）
で山内道雄海士町長の特別講演を実施した。
注５）プロジェクトベースドラーニングの大学教育内での
実践事例や教育効果については、例えば、喜多（2006）や
八島ら（2009）、奥本ら（2012）がある11）12）13）。
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